
令和 2 年 6 月５日地方創生及び消費者問題に関する特別委員会 

○松沢成文君 日本維新の会の松沢成文でございます。 

 ただいまは公明党の安江議員、法律家でいらっしゃるということで

極めて専門的な高度な質問でしたが、私は一凡人ですから一般的な質

問をしますので、是非とも大臣も分か 

りやすい答弁をお願いしたいと思います。 

 まず、先ほど福島委員からも取り上げていただいたこの森友事件と

公文書の改ざん、これ、私、公益通報者保護の制度とすごく関連がある

というふうに認識しているんですよ。一昨日の本会議で、大臣も私の質

問受けていただいて、私はそのときは麻生財務大臣に質問をしたんで

すけど、それと同じように、今日は衛藤大臣の大臣としての感想、見解

をお聞きしたいんです。 

 まず、この森友事件で公文書の改ざん作業を強要された元近畿財務

局の赤木俊夫さん、その遺書が奥様によって公表されました。その関連

で伺いたいんですけれども、この赤木さんの遺書、週刊誌にも載りまし

たし、もう大臣も読まれていると思いますが、刑事罰を受ける者として、

やはり当時の佐川理財局長ほか財務省の幹部職員の実名まで挙げて、

国有地売却をめぐる背任罪や、あるいは公文書改ざんをめぐる、これ公
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文書変造罪ですね、を私は訴えるものだったと思っているんです。 

 確かに、赤木さん自身、上司からおまえもやれと言われて、強制はさ

れたけれども、実行犯になってしまって、自分も改ざんしちゃったわけ

ですね。だから、その自責の念に駆られて追い詰められていくわけです

よ。本当に苦しかったと思いますね。 

 当時、実は財務省に私大きなミスがあったと思っているのは、この匿

名の通報も受理することとか、あるいは通報者に不利益な扱いがあっ

た場合の救済措置を定めたこの公益通報者保護法のガイドラインの変

更をしたんです。その変更に沿って霞が関の各省庁はこの関連規則を

改正して、職員に周知するという方針になっていたんですよ。ところが、

消費者庁はガイドラインを通知して、各省庁やってくださいね、規則変

更してやってくださいねと言ったのに、何と財務省は三か月も放置し

ていたんです。 

 この放置して、財務省の職員に伝わらなかったので、赤木さんは、こ

んなこと通報したとしても、告発したとしても自分の立場なんか絶対

守られない、財務省に押し潰される、検察にも取り合ってもらえないだ

ろう、でも、自分は実行犯でやってしまった、本当に国家に対して裏切

ってしまったと、そこまで思い詰めて自殺したんですね。私は、財務省



が三か月この通知を怠った、通知を各職員に出すことを怠ったことが

ひょっとしたら赤木さんの自死を招いてしまったんじゃないかとも言

えると思うんです。 

 私は、消費者庁は、こういうガイドラインを変えて、それで規則を各

省庁変えてくださいねと言った、それがちゃんと行われているかとい

うことを見る責任もあると思うんですよ。はい、出しましたで終わりじ

ゃなくて。これを怠っていたというのは、私は消費者庁のミスでもある

と思うんですね。この見解を伺いたいということが一つであります。 

 そして、もう一つは、現行法が、現行法がありますよね。この現行法

では、附則の第二条に、施行後五年をめどに必要な措置、抜本的改正を

していきますというような方向を附則にもきちっと規定されていたに

もかかわらず、そして、世論からは、この公益通報者制度、問題が多い

と、通報者の保護がきちっとされていないとか、通報の適用範囲がまだ

まだ狭いんじゃないか、これじゃ使えないよと、様々な問題点を指摘す

る声が噴出してきたにもかかわらず、五年どころじゃないですよ、十四

年改正できなかったんです。いろんな利害があるでしょう。経済界もい

ろんな意見言ってきますよね。でも、この十四年のサボタージュが、私

は、どれだけ、公益通報したいけれども、いや守られない、怖い、やめ



てしまったとか、あるいは裁判まで行っちゃったとか、いろんな話があ

りますよね。こうやって多くの人を守ってこなかったんですよ。 

 だから、ここについて、大臣、これは消費者庁のリーダーシップがな

かったからですよ。十四年掛かっているんですよ。それはいろいろ、そ

れなぜ掛かったかと聞くといろいろ理由は言いますけれども、これ、消

費者庁としては責任感じてもらわなきゃいけないと思うんです。もし、

これが、三年前にこの法律が成立していたら、赤木さんは思い切って内

部通報してみようという決断をした可能性がある。そうしたら、自死ま

で追い込まれていなかった可能性もある、人の命を救えた可能性もあ

る。私は可能性で言っているんですよ、断言はしていませんけれどもね。 

 さあ、この私の指摘に対して大臣はどうお考えですか。 

○国務大臣（衛藤晟一君） 御指摘の中央省庁における文書改ざんなど

の問題は誠に遺憾でありまして、また、財務省の職員がお亡くなりにな

ったことについては謹んで御冥福をお祈り申し上げます。 

 一般論として申し上げれば、事業者による不正行為の防止と是正を

図るためには、事業者の自浄作用を十分に発揮していただくことは重

要です。そうした観点から、今般の改正法案では、事業者に対して内部

通報に適正に、適切に対応するために必要な体制の整備等を義務付け
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るとともに、内部調査等に従事する者に対して通報者を特定させる情

報の守秘を義務付けるなどの措置を講じることとしました。 

 今般の改正によって、事業者自ら不正を是正しやすくなるとともに、

通報者が安心して通報を行いやすくなり、不正行為の未然防止と早期

是正が促進されるという具合に期待をいたしております。 

 大変一般論で申し訳ございませんが。 

○松沢成文君 まあ一般論で答えるしかないのかもしれませんけれど

も、これ、大臣が消費者担当大臣になられたのって一年ぐらい前ですか

ね。自分はそんな前から大臣じゃないので、大臣に最近なったので、そ

こまで言われてもという思いがあるかもしれませんが、これ、むしろ消

費者庁の職員の皆さんに私言いたいんですが、やっぱりこの抜本改正、

十四年も掛かってしまった。その間に、本当に見過ごしてきた不正、あ

るいは通報者の保護ができなかったことによる、何というかな、そのミ

ス、私、これは消費者庁の皆さんしっかりと認識していただかないと。 

 改革は大変ですよ、法改正だって。そりゃ抵抗勢力もある、いろんな

意見もある。でも、法律の附則に五年できちっと必要な措置を講ずると

言っておきながら、十四年掛かっている。その間に守られなかった人、

たくさんいるわけですよ。その責任をしっかりと感じていただいて、む
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しろ反省していただいて、この改正法においてはきちっと法施行して

いくという私は心構え、もう一度確認をしていただきたいなというふ

うに思います。 

 次に、ちょっとこれあれですけれども、どこまで関連するかなんです

けれども、この黒川検事長、前検事長の賭けマージャンの事件について

も、私はこの公益通報と少し関連したことがあると思ってお聞きした

いんですけれども、改正法の第三条の三号では、労働者がマスコミ等の

外部第三者に公益通報を行う場合の保護条件が緩和されているんです

ね。 

 黒川前東京高検の検事長が辞職する発端となった週刊文春の賭けマ

ージャン報道では、これ報道ではですけれども、情報源は産経新聞関係

者とされています。同じ産経新聞の記者が一緒に賭けマージャンを黒

川さんと行っていたことから、これ社内通報では通報者が特定されて

しまうと考えて、今回は外部の報道機関である週刊文春に情報提供を

行ったというふうに考えられます。 

 現行法においても、真実相当性の原則に加えて、公益通報をすれば解

雇その他の不利益な取扱いを受けることと信ずるに足りる相当の理由

がある場合には、このマスコミへの通報者である産経新聞の関係者は



公益通報者に該当する可能性が私はあると思うんです。その場合、社内

で通報者探しが行われて、不利益取扱いを受けるようなことがあって

はならないと考えていますが、これ大臣、いかがお考えでしょうか。ま

た、通報者探しは、それ自体が通報者への不利益な取扱いに当たる可能

性が高いと考えますけれども、いかがですか。 

○国務大臣（衛藤晟一君） これまた一般論として申し上げれば、違法

行為の発生について信ずるに足りる相当の理由に加えて、自らの勤務

先に公益通報をすれば解雇その他不利益な取扱いを受けると信ずるに

足る相当の理由がある場合には、報道機関等への通報者は保護される

こととなります。その上で、御指摘のような通報者探しが公益通報を理

由として行われた場合には、不利益な取扱いに該当する可能性は高い

ものという具合に思われます。 

 先ほどの問題に、前の問題に関しても、最近はこれに関連した森友学

園の息子さんの手記とか、あるいは両夫婦の手記とか出てきています。

そういうことについて的確に行政が対応できなかったことについて、

やはり非常に大きな問題であったという具合に思っています。 

 あえて言えば、委員長も、お役所の出身の方も大分おられますけど、

今どきちょっとあんなようなことが通ったというのは不思議でたまり
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ませんね。私も厚労関係が長かったんですけど、厚労省の役人と、聞い

たら、あんた方の役所だったら一日ももつまいと言ったら、そうですと

いう具合に言っておりまして、そういう閉鎖性があったということに

ついては問題であって、そして、ある意味ではこのいろんな調査も出て

いますけど、佐川氏自身が、言わば非常に役所の方の中が疲弊している、

だからもう触れたくないという、そういう何か、非常に政治的なところ

に触れたくないという思いがあってやったという意味かもしれません

けど、どういう意味でああいうことを指示したのか、誠にもう、非常に

理解されないところですね、今どきの中でですね。やっぱりこういうこ

とがちゃんとオープンにされなければいけないというふうに思ってい

ます。 

 ですから、私、個人的に言えば、三月の最初にこの発言をしたときに、

佐川さんとも個人的に会いまして、もう全部本当のことを言えばいい

んだと、そして、本当に行政上困ることがあるかと。例えば、値段が安

くなったというのは、これは瑕疵担保物件の免責特約を入れているわ

けですから、こうこうこういう理由で免責特約を入れましたと、安くな

りましたと、本当のことを全部しゃべれということを大分申し上げた

んですが、なかなかそうはいかなかったし、まあその後の、森友学園側



の方々もいろんなことを言われていますので、大変みんなが、ある意味

ではみんなが被害者みたいな感じがしてきているところであります。 

 やっぱり、そういう中においては、やっぱり行政の一貫性というか、

正義が貫かなければいけないなと。だから、どうしたらそういうことが

担保できるかということについて我々も真剣に考えていかなければい

けないというように思っております。 

○松沢成文君 大臣から真摯な反省も含めて感想をいただいたという

ことは大変有り難く思っています。ただ、佐川氏に本当のことを言えば

いいんだという、何というか、言葉だけじゃなくて、ちゃんと公益通報

されていれば、それで調査しなきゃいけないんです。財務省の中の身内

の調査じゃないんですよ。きちっとした機関が調査していかなきゃい

けないわけで、それで真実が分かった可能性もあるわけですから、今回

の新しい法律での実効性を上げるために大臣がリーダーシップを取っ

ていただきたいと心からお願いをしたいと思います。 

 さて次に、この通報対象事実の範囲についてお聞きしたいんですけ

れども、国民の生命、身体、財産その他の利益に関わる法律というふう

に限定をされています、この範囲がね。 

 そこで、昨日の本会議で、一昨日か、ごめんなさい、本会議で私は衛
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藤大臣に、通報件数が多い各種税法や補助金適正化法のほか、最近の不

祥事を鑑みて、公文書管理法、国家公務員法、政治資金規正法などを追

加し、通報対象事実の範囲を拡大すべきではないかと質問をいたしま

した。これに対して大臣はこう答えたんですね。体制面の懸念に加え、

法目的の限定を外した場合、公益通報と消費者の生活や利益との関連

性が希薄になることの妥当性が問題となるというふうに答えたんです

ね。 

 私は、公益通報と消費者の生活や利益との関連性が希薄になるとい

うことよりも、通報対象範囲が拡大して公益通報者の保護と社会正義

の実現を図ることを優先すべきだというふうに考えるんです。消費者

を守るためにこの法律やるんじゃないんですよ。通報者を守って、社会

正義を実現して、それによって消費者や国民も守られるわけです。私は

それが順番だと思うんですけれども、この答弁にはちょっと納得でき

ないんですが、大臣はどう考えますか。もう少し詳しく話してください。 

○国務大臣（衛藤晟一君） 公益通報者の保護法は、消費者の利益の擁

護を図る観点から一応やっております。他のいろんな法律もあります。

それは、全体としてやっぱり社会正義を守るために規定しているとこ

ろがほとんどであります。 
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 そういう中で、我々は今、この消費者の利益の擁護を図る観点から、

この公益通報者を、その範囲を明確にするために法律に列挙して規定

しているところでありまして、そういう意味で、範囲を広げることにつ

いては消費者委員会の中でも議論がありました。対象となる法律がど

の程度広がるのか不明瞭であるという意見や行政機関等の負担増大に

よる体制面の懸念があるという意見もあったところですが、限定的に

列挙するんではなく、法目的にかかわらず範囲を広げたらどうかとい

う御意見も存在していたことは事実です。しかし、現時点においては、

我々は消費者庁としてやっぱり消費者保護という観点に重点を置いて、

そこでやっぱりできるだけの充足をしていくというか、充実をしてい

くということがまず先決だという具合に考えております。 

 ですが、先ほどからありましたように、法目的にかかわらず範囲を広

げたらどうかという御指摘も今委員からもいただいたところでござい

ますけれども、恐らくそうなればもっと大きな形にやっていかなきゃ

いけないと、これは今後の検討課題だという具合に思っております。 

○松沢成文君 先ほどは伊藤委員からもこれ質問があったんで、その

答弁を聞いて私ふと思ったので、これは通告していませんから、次長か

審議官、今持っている情報で答えられるところは答えてください。 
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 例えば税法、地方税法とかいろいろたくさん税法ありますけれども、

これ、税法は刑事罰も付いていますよね。多分、行政罰も付いていると

思います。なぜ刑事罰も行政罰も付いている法律、この税法はこの四百

七十の法律の中に入っていないのか。あるいは、四百七十をあと二十ぐ

らい増やす、増やしたいと言っていましたけど、その中に私入れるべき

だと思うんですが。 

 というのは、税法に対する内部通報というのは物すごく件数多いん

ですよ。だって、会社が、みんな、経理が上司に言われて脱税している

んじゃないかなんていうのは、そこらじゅうに疑惑はあるわけで、これ

が入っていなければ、私、事業者に幾ら内部通報言っても、一番需要が

多いところがすぽって抜けていたら、これ実効性は上がらないんじゃ

ないですか。 

 なぜ税法は入らないんでしょうか。 

○政府参考人（高田潔君） お答えいたします。 

 公益通報者保護法は、消費者の利益の擁護を図る観点から、消費者の

利益の擁護に関連する法律に違反する行為を通報対象事実としている

ところでございます。委員御指摘の各種税法等々の国家の機能に関す

る法律は消費者の利益の擁護に関するものとは言えないため、現時点
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においては消費者庁が所管している公益通報者保護法の通報対象事実

の範囲に含めることとはしていないところでございます。 

○松沢成文君 今、何て。国家の利益に反するもの。もう一回。何て言

いました。 

○政府参考人（高田潔君） お答えいたします。 

 国家の機能に関する法律、国家、国家、機能、国家の機能、機能でご

ざいます。 

○松沢成文君 皆さん、消費者を守るため消費者を守るためって言い

ますが、私はそうじゃないと思いますよ。国民を守るためですよ。国民

の中に消費者もあるんですよ。そう考えないと、国民の中に消費者があ

って、消費者とそれ以外があるんじゃないんです。国民みんな消費者な

んですよ。だから、そういう観点に立ってこの法律も考えていかないと、

おかしいことになっちゃいますね。 

 先ほど大臣は、この森友問題なんかのやっぱり反省しなきゃいけな

いところたくさんあるとおっしゃっていました。今、国民が最も関心が

高いというか不満を持っているのは政治家と官僚の不祥事ですよ。い

や、森友さんとか加計さんとか桜さんとか、いろいろありますよね。あ

るいは、政治家だって、政治資金規正法とか何とか違反だとか公職選挙

http://miteiko.sangiin.go.jp/KJSS/UIClass/KAS_0023_Detail.aspx?kaigiID=20106050202010&flg=2#NextHatsugenSya144
http://miteiko.sangiin.go.jp/KJSS/UIClass/KAS_0023_Detail.aspx?kaigiID=20106050202010&flg=2#NextHatsugenSya145
http://miteiko.sangiin.go.jp/KJSS/UIClass/KAS_0023_Detail.aspx?kaigiID=20106050202010&flg=2#NextHatsugenSya146


法違反だとか、連日のように話題になっているじゃないですか。これ、

公文書管理法、これ二十の法律に絶対入れてくださいよ、次長。 

 それから、国家公務員法、国家公務員法だって、これ刑事罰あります

よね。多分、罰金も懲役もあると思います。例えば、秘守義務違反なん

かあるでしょう。だって、みんな国家公務員法違反しているんじゃない、

そういう事件ばっかりじゃないですか。 

 この二つの法律、もっと言えば政治資金規正法ですよ。企業が違法献

金しているんじゃないか、みんな、経理担当している職員、気付いてい

るかもしれませんよ。これ、法律規定してあげて守ってあげなきゃ。こ

ういう法律をきちっと入れて、それを適用させることによって通報者

も守れるし、国民の利益につながるんですよ。 

 なぜこの三つの法律入れないんですか。次長、説明してください。 

○政府参考人（高田潔君） お答えいたします。 

 この法律、「定義」、第二条の第三項におきまして、「個人の生命又は

身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その

他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護に関わる法律として別

表に掲げるもの」となっております。 

 ですから、この法律のできたときの趣旨、それからこの条文を考えま
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すと、このままの条文のままでは御指摘のような税法等々を含めるこ

とは困難と考えておりますので、それはまた将来の検討課題だと思っ

ております。 

○松沢成文君 その他の利益に関する法律、その他の利益に入るんじ

ゃないですか。とっても国民にとっては大きな利益ですけど、いかがで

すか。 

○政府参考人（高田潔君） その前の例示に加えましてその他の利益と

いうことでございますので、この法律作ったときの経緯等を考えます

と、この条文のままではそこまで拡大するのは困難だと考えておりま

す。 

○松沢成文君 それじゃ国民の私は期待に応えられないと思いますけ

どね。 

 一番国民がはっきりしてほしいのはこういうところなんですよ。是

非とも、今後の検討課題と次長おっしゃいましたけれども、今日の議論

もあったことを踏まえて、こうして今、国民が一番腹立っている法律違

反ですよ。これが内部通報が守られることによって摘発されて、それで

調べられて白黒はっきりさせる。これをこの法律が改正されることに

よってできるようになったら、ああ、すばらしい、日本の政府がクリー
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ンアップされたと、みんなそう思いますよ。それが私は国民の期待に応

えることですよ。最初から消費者の利益、消費者の利益、そっちばっか

りだもの。そこに説得力はないんですね、ということを指摘させていた

だきたいと思います。 

 さて、次に行きます。ちょっと、たくさん質問を用意してきたんでね。 

 不利益取扱いから保護される通報者に、退職後一年以内の労働者が

追加されました。一年を超えても、元事業所の関係者との接触によって

不正情報を得たり、あるいは退職前にキャッチした不正情報の確認作

業などに時間を要したりするケースというのは十分想定されると思う

んですね。退職前の通報ならば、通報対象事実の発生から通報に至るま

での期間の制限はなかったんです。退職者に関してはこれ一年と区切

ったんですね。その理由は何でしょうか。 

○政府参考人（坂田進君） お答え申し上げます。 

 今回の改正法案では、法令違反行為を早期に是正することが有用と

の観点から、退職後一年以内の通報者を保護することとしております。

これは、違法行為の早期の是正のためには早期の通報を促す必要があ

るため、保護される通報を退職後一定の期間内のものに限定する必要

があると考えられるためでございます。 
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 なお、現行法は、事業者の事業に従事している者は事業者による法令

違反の状況を知りやすいという点に着目して、公益通報者の範囲を事

業者の事業に従事している者に限定しております。そして、在職中の労

働者の場合は、事案の発生から長期間が経過した場合であっても、それ

が断続的に継続しているか否か等、法令違反の現在の状況を適切に知

り得ると考えられることから期間制限を設けていないところでござい

ます。 

○松沢成文君 何となく今のは理解はできます。 

 次、改正案には保護されるべき通報者に役員が加えられました。退職

者も一年以内の通報であれば保護の対象になりましたが、退職した役

員は、さっき同じ質問がありましたけど、退職者と同様に扱われないん

ですね。その理由は何でしょうか。役員は公益通報を理由とする解任が

不利益取扱いとみなされず、損害賠償請求に委ねられることになりま

す。なぜ一般の労働者と扱いが異なるんでしょうか、もう一度伺います。 

○政府参考人（坂田進君） お答え申し上げます。 

 お尋ねの役員であった者については、御指摘のような不利益が加え

られたことも想定はされます。他方で、消費者庁においてこれまで実施

したアンケート調査やヒアリング調査、裁判例の収集等においても、実
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際に通報に対して不利益な取扱いがなされた事例は、退職者の場合と

異なり、十分に把握できておりません。したがって、役員であった者に

ついては公益通報者の対象外としたということでございます。 

 また、労働者の場合と異なりまして、役員と事業者は事業者との高度

な信頼関係に基づく委任関係にあるとされ、その信頼が失われた場合

には委任関係を維持させることは適当でないため、いつでも解任でき

るとされております。そのような役員と事業者との関係を踏まえ、改正

法案においても役員の解任を不利益取扱いとして禁止する対象とはし

ておりません。 

 もっとも、仮に公益通報をした結果、解任され、補償もされないとい

うこととすると、役員にとって通報はリスクが大きくなってしまい、社

会にとって有用な公益通報についても役員は控えてしまうおそれが生

じます。そこで、解任によって受けた損害の賠償請求はできることとし

たということでございます。 

○松沢成文君 次に、ちょっと取引先事業者、伺いますけれども、保護

される通報者の範囲に取引先事業者を加えるということは今回は見送

られたんですね。消費者委員会答申には、今後必要に応じて検討を行う

べきとされていました。 
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 継続的な取引関係にある取引先事業者は相手方事業者の不正を知り

得る可能性があるわけで、実際に、取引先事業者が公益通報を行ったた

めに契約が解除されたり、あるいは契約更新が拒否されたり不利益な

取扱いを受けたという事例も多々あります。 

 なぜ取引先事業者を保護される通報者の範囲に含めなかったのか、

お聞かせください。 

○政府参考人（坂田進君） 取引先事業者を公益通報者に含めることに

ついては、積極的な立場と慎重な立場の意見の隔たりが大きく、消費者

委員会の答申においても、今後必要に応じて検討することとされてお

ります。 

 具体的には、事業者間取引には、基本的に契約自由の原則が妥当する

中で、契約解除等における不利益取扱いの判断や公益通報を理由とす

ることの判断が困難であること、保護の対象とする取引先事業者の範

囲を画する合理的な基準を策定することなどが今後の課題であると指

摘されております。 

 政府といたしましては、今後、改正法案成立後の施行状況等を十分に

分析しつつ、必要な対応を検討してまいりたいと考えております。 

○松沢成文君 そこもしっかり検討してください。 
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 これもちょっと、質問先ほどと重複しますが、企業情報の持ち出しに

ついて伺います。 

 事業者団体からは、安易な機密情報、個人情報の持ち出し等を増加す

ることを防ぐために、企業情報の外部持ち出し等について賠償責任を

免責することには反対だという経済界なんかからの意見もあるわけで

すが、公益通報は何らかの資料がなければ調査すら開始できないとい

うことが多いわけですし、通報先も、裏付け資料もなく通報しても取り

合ってくれないことが現実です。 

 資料持ち出しの責任を問われるリスクを常に通報者に負担させてい

ては、通報者は萎縮してしまって、社会にとって真に有益な通報はなさ

れなくなってしまうと思います。そこで、内部資料持ち出しについては、

公益通報の責任を満たす限り責任を減免することを原則とすべきと考

えますけれども、いかがでしょうか。 

○国務大臣（衛藤晟一君） 委員御指摘のとおり、事業者の内部資料を

持ち出すことは、通報の内容の裏付けとなるとともに、通報を受けた者

が調査や是正措置に着手する上でも有用であることから、有益な通報

に資する可能性があります。 

 他方で、内部資料の持ち出しを無制限に認めると、事業者における情
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報管理や企業秩序に悪影響を及ぼす場合もあるため、これらのバラン

スを取ることが必要だという具合に考えております。 

 このため、消費者委員会の答申にも記載されたように、まずは通報者

の理解を深めていく観点から、これまでに集積された通報を裏付ける

資料の収集行為に関する裁判例を整理、分析し、当該収集行為に関する

責任の有無についての実務上の運用の周知を進める取組を進めた上で、

改正法案成立後の施行状況等を分析し、必要な対応を検討してまいり

たいと考えております。 

○松沢成文君 ここのところはきちっとこの責任を減免することを制

度化しない限り、これ、なかなか資料も持ち出せないんじゃ、それで資

料を持ち出したことがまた罪に問われるようなことになるんじゃ、私

は実効性は上がらないと思っていますので、きちっと検討して善処い

ただきたいと思います。 

 次に、役員が行政機関や報道機関などの外部組織に通報する要件と

して、まず、事業者内部の調査是正措置に努めるというふうにされてい

ます。 

 実際にどのような具体的な行動が求められるんでしょうか。内部で

の調査是正措置に努めることを規定すれば、不正行為の是正が困難と
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なる事態が想定され、証拠隠滅など、かえって不正事実発見が遅れかね

ないというふうに思いますが、どう認識しておりますか。 

 また、会社役員といえども、外部通報に頼らざるを得ない状況に遭遇

することも容易に想定されることから、この要件は不要であると私は

考えますが、いかがでしょうか。 

○政府参考人（坂田進君） お答え申し上げます。 

 役員は、不正のおそれに気付いた場合、自らその調査是正に当たる義

務を負っております。 

 この調査是正措置の具体的内容については様々なものが考えられま

すが、役員の種類や属性、担当する職務の内容等の個別の事案に応じて

その内容は異なります。 

 そのため、例えば事業者の経営陣が主導する不正行為の場合につい

ては、監査役への報告等、しかるべき権限を有する者に調査等の対応を

求めることでこの措置を履行したことになる場合もあり得ると考えら

れます。 

 このように、調査是正措置は、個別の事案に応じたものを実施すれば

足りるため、御懸念のように、調査是正措置の前置が困難であるとして

事業者外部の通報が不当に妨げられるということはないと考えており
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ます。 

○松沢成文君 最後に、内部通報体制の整備について伺います。 

 改正案では、内部通報体制の整備について、事業者は、公益通報対応

業務従事者を定めて、また公益通報に適切に対応するために必要な体

制整備その他の必要な措置をとらなければならないというふうになっ

ています。事業者がとるべき必要な措置に関しては、内閣総理大臣が必

要な指針を定めるとして、具体的な内容は規定されていません。 

 事業者がとるべき措置について、どのような内容が指針に盛り込ま

れると想定しておりますか。また、事業者が何を行えば公益通報対応業

務従事者を定めたことになって、具体的にどのような措置を講ずれば

必要な措置をとったことになるのか、お伺いします。 

○政府参考人（坂田進君） お答え申し上げます。 

 企業においては、通報をしっかりと受け止めて自浄作用を発揮し、法

令遵守を徹底していただくことが重要であると考えております。 

 そこで、指針の具体的な内容としては、通報の窓口整備のみならず、

窓口に通報があった場合の調査や情報漏えいなど、通報に関する内規

の違反者に対する懲戒などのほか、安心して通報できるよう通報者に

対する不利益取扱いや通報者に関する情報漏えいの禁止を社内規定に
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定め、その規定に基づき適切に運用するよう求めることを想定してお

ります。 

 なお、公益通報対応業務従事者の定め方については、個別に担当者を

指定することのほか、一定のポストに従事する者を定めるなどの方法

が考えられますが、企業の実情に応じて様々な方法が考えられるとこ

ろであり、内部通報に対応する実務や関係者の御意見を踏まえつつ考

え方を示してまいりたいと考えております。 

○松沢成文君 最後に、改正案では、内部通報体制の整備を義務付ける

事業者の規模は労働者三百一人以上として、三百人以下の事業者につ

いては、消費者委員会答申を踏まえて努力義務とされています。 

 行政機関については、消費者委員会答申では、民間事業者に率先垂範

する観点から、規模にかかわらず内部通報体制の整備を義務付けるべ

きだとされていましたけれども、今改正案では民間と合わせてこの三

百人以下は努力義務としましたが、その根拠は何か。私は、行政機関は

率先垂範の義務があるし、相談もたくさん来るわけだから全て対象に

すべきだと思っていましたが、こうなってしまったと。 

 将来的には義務付ける事業者の範囲を拡大すべきと考えますけれど

も、どう認識されているでしょうか。 
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○国務大臣（衛藤晟一君） 改正法案では、行政機関についても、内部

通報を受け付ける事業者としての側面に着目し、内部通報体制整備義

務を課すこととしています。他方で、職員が三百人以下の行政機関にお

いて、法令遵守を確保するための部門の恒常的な人員が確保されてい

るとは限らない点は民間事業者の場合と同様です。 

 また一方で、特に地方公共団体との関係では、地方自治の本旨ないし

地方分権改革の観点を踏まえ、それぞれの地方公共団体の自主的な取

組を阻害しないよう、その規模や実態に応じて内部通報体制を整備し

ていただく必要があります。 

 このため、行政機関についても、民間事業者同様にその事務負担等を

考慮し、職員が三百人以下のものについては努力義務としたものであ

ります。 

○松沢成文君 時間ですが、最後一つ申し上げておきたいんですが、今

後、対象となる事業者もすごく増えるわけですよね、行政機関もそうで

す。それで、対象、通報対象範囲というのもどんどんどんどん拡大され

ると。そうすると、いろんな公益通報が数多くたくさん上がってくるわ

けですね。で、それに対応するには消費者庁は組織も小さいし、現場抱

えていないからそんな一挙に来てもなかなか無理なんだという、ちょ
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っと弱音にも聞こえるようなコメント結構あるんですよ。私、それだっ

たら、これもう労働行政にも関係するんだから、厚労省の労働局に任せ

て、地方支分部局持っていて現場を持っている労働省の管轄にこの法

律した方がいいぐらいに思っているんですね。 

 もしこの法律をきちっと実効性のあるものにするのであれば、その

マンパワーが足りないからとか、こういう逃げのコメントは是非とも

これから差し控えた方がいいと思いますし、マンパワーは足りなくて

も、こういうきちっとした法律を今度は作ったというのであれば、実効

性を上げるために消費者庁を挙げて、それこそこれは社会正義の実現

になるんですから、大臣先頭に立って法の執行に努めていただきたい、

そのことをお願いして、質問を終わります。 


